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【要 約】本稿では、今日の会計測定値が、ハイブリッド評価の状況にあることから、そこで計算さ
れる“利益”の意味について考察している。結論をいえば、開示を主とする会計での“利益”と、従
来の利益計算を主とする会計から計算される“利益”とは、“質”の異なったものである。つまり、「開
示」、情報提供機能を優先させたことから測定値は各々異なった測定基準で計算されるが、それらは
予測を含んだ不確実なものでもあり、計算される“利益”も意味のよくわからない不完全な数値であ
る。だが、「利益計算」を主とする従来の会計（原価・実現主義会計）では、こうしたことは起こら
ず、確実なる利益（分配可能利益）の計算が可能である。一方、“利益に関する情報”は、利害関係
者にとって、それは最低限、知りたい情報である。そこでは“確実なる利益”、分配可能な利益が求
められ、こうした確かな利益があってはじめて企業の将来予測も可能になり、それはまた企業の実
態・リスク開示の前提でもある。よって、原価・実現主義会計は今日でもその有用性により多くの支
持がされるべきである、と考える。 
 なお、会計では、「開示」か「利益計算」か、という問題をしばしば損益計算書の報告形式の問題
として置き換えて議論されるが、そこでは「開示」と「利益計算」を融合した報告スタイルが求めら
れる。現在、わが国には“包括利益”の導入はされていないものの「補完の論理」の構図を援用すれ
ば、その導入も充分に考えられる。 
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1.問題の所在 
 今日の会計には、様々な測定基準が用いられているため、そこでの測定値は、取得原価、ま
た市場価格、割引現在価値等、性質の異なった数値で報告されている。Schroeder（[2001], 
(訳)183-185頁）らは、下記に示す測定値を合計することは、まるでリンゴとオレンジを足し合わ
せるようなもので意味のないことではないか、という。 
  
        （資産）          （測定基準） 
        現金            現在の価値 
        売上債権          期待される将来の価値 
        市場性ある有価証券     公正価値または償却原価 
        棚卸資産          現在の価値または過去の価値 
        投資            公正価値または償却原価 
        有形固定資産        減価償却後の過去の価値 
  
 また、今日の会計測定値は、時価と原価のハイブリッド評価である、という中野教授（[2004], 
11頁）の次のような指摘もある。 
 「企業が保有する有価証券の大部分およびデリバティブは、期末貸借対照表上にお
いて時価評価されるべきものと規定されている。しかし、企業の主たる営業活動をに
なう棚卸資産や固定資産は、いぜんとして取得原価評価のままである。その結果、現
在の企業会計は原価と時価の混合したハイブリット評価が行われている
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。さらにまた、
後者の領域（のうちの棚卸資産の分野）においてすら、それは純粋な原価評価が行わ
れるとは限らず、低価基準の名のもとに、時価下落は期末評価に取り入れるが時価上
昇は無視するという、不完全時価評価が行われている（または行われ得るものとされ
ている）…（傍点は筆者）」。 
 さらに、広瀬教授（[1995],41頁）は、こうした測定値の混合数値情報は「…処分可能利益を
算定できないばかりではなく、財務諸表本体のなかに原価数値、時価数値、さらには公正価値
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
までが混入することになり、会計システムとして整合性を欠くことになる
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
ばかりでなく、財務
．．
分析を
．．．
行うことさえもきわめて困難になり、ひいては情報利用者をミス・リードさせるおそれ
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
も生じ、投資意思決定情報提供の見地からも好ましくない
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。（傍点は筆者）」と主張されている。 
 これらの主張は、多様な測定基準から計算される測定値が会計報告としてどのような意味を
もつのか、またそこで“利益”として表現される数値の妥当性について疑義があることで一致
している。何故、こうした状況となったのか、それは今日の会計測定1による測定値が、画一的
な測定基準によって計算されたものではなく当該経済事象を最もよく表現できる（属性に合致
した）測定基準2が個別に適用されているからに他ならない。こうした多様な測定基準の適用は、
                                                          
1 会計測定とは、経済事象を会計数値（測定値）に転換することである、と定義できる。 
2 SFAC5 号（[2002]）は、測定基準として、歴史的原価、現在原価、現在市場価値、正味実現可能価値、
割引現在価値の５つの測定基準を示している。 
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利用者指向の会計、つまり会計の情報提供機能を重視した会計を指向したもの、すなわち、会
計目的をその利用者の意思決定に有用な情報を提供することにあるとする会計の目的観、意思
決定有用性アプローチ3に立脚したものであり、その主旨は、企業が、現在
．．
、生み出した利益ば
かりではなく、将来、稼得するとされる利益までも予測しそれを積極的に開示
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
していくことで、
実現可能
．．
な企業業績をはじめ企業の安定性、継続性等、企業の将来像をも明らかにすることに
あった。このため、こうした測定基準の採用は、企業の実態“開示”という観点からは評価す
ることができるものの上述したように測定値から計算される“利益”が何を意味するか、とい
う問題が惹起される。しかしながら、こうした会計観は、1990年代後半から始まったわが国の
“会計ビックバン”と称せられる会計（基準）の一連の大改革において既に含意されており、
いくつかの会計基準（リース会計、有価証券の評価、退職給付会計、ストック・オプション会
計、貸倒懸念債権に関する貸倒引当金設定等）の測定値に反映されている。 
 本稿の目的は、こうした会計観―意思決定有用性アプローチ―の下、異なった測定属性から
計算される“利益”がいかなる意味を持つものか、そこでの“利益の質”、“利益の役割”等を
考察し、今日、古典的な認識・測定基準とも称せられる“原価・実現主義会計”の有用性につ
いて再考することである。手順としては、まず、今日の利用者指向、意思決定有用性アプロー
チの下での会計の現状を認識し、確認した上で、多様な測定基準から計算された測定値の意味
を考え、「開示」を主体とする会計では“利益計算”が困難であることを述べ、原価・実現主義
会計の有用性について再考することとしたい。 
 
2.基本的な確認事項 
2.1 2 つの会計観と会計原則 
 会計の役割、目的を“情報提供機能（実態・リスク開示）”、“利害調整機能（利益計算）”と
する、２つの会計観（意思決定有用性アプローチ、利害調整アプローチ4）がある。 
 前者は、認識・測定基準として「時価・実現可能原則」に依拠し、それはSFAC5号（Statement 
of Financial Accounting Concepts No.5, FASB、1984、以下、「SFAC」という）によれば、
「(a)実現した、または実現可能および(b)稼得される」という条件を満たしたとき取引を認識
．．．．．
するものと規定されている（para.83）。ここで(a)実現した、または実現可能とは、取引の完結
を待つことなく実現可能な状況となる事象
．．．．．．．．．．．．
、それは取得もしくは所有資産の交換時点ではなく、
容易に既知の現金額、または現金請求権に転換される時点
．．．．．．．
であるが、その時点を「認識」とし、
                                                          
3 当該アプローチは、アメリカ会計学会が 1966年に公表した 1冊の報告書『基礎的会計理論』（ASOBAT：
A Statement of Basic Accounting Theory）に会計目的が次のように記されている（ASOBUT（[1975],（訳）
5-6 頁）。「会計の目的：会計の目的は、次にかかげる色々の目的に対して情報を提供することである。1．
限りある資源を利用することについて意思決定を行うこと。これはもっとも重要な意思決定の領域を確定
しまた目的や目標を決定することを含む。2．組織内にある人的資源および物的資源を効率的に指揮、統制
すること。3．資源を保全し、その管理について報告すること。4．社会的な機能および統制を容易にする
こと（傍点は筆者）」。 
4 同アプローチは「古典的（真実利益）アプローチ」と呼ばれるが、本稿ではこの名称を使う。 
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また、(b)稼得される
．．．
とは、企業が収益によって表現される便益を受け取るにふさわしい義務を、
事実上
．．．
、果したときに「稼得」とするのである。したがって、測定値としては
．．．．．．．
、時価の属性
．．．．．
、
すなわち市場価値、公正価値、割引現在価値を適用し、未実現評価損益等の計上も利用者指向
．．．．．．．．．．．．．．．．．
の観点から容認するというスタンスである
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
（時価・実現可能原則の会計＝時価主義会計）。 
 一方、後者は、会計の役割を利害調整に求めるもので、その内容は債権者に対する債務の返
済と株主に対する分配可能利益の算出等における利害の調整や課税当局に対する課税所得等の
計算が主なものである。このため、そこでは確実なる会計事実の認識・測定が求められ、見込
み測定や資産の評価替えをはじめとした未実現利益の計上は極力これを排除し、確実なる取引
記録にもとづいた処分可能な利益計算を目的とする。したがって、企業の資金運用の顛末がそ
のまま表示され、経営者の受託責任が明らかにされる。それ故、こうした機能に最も適した会
計の認識・測定原理として、認識面では発生主義（実現原則）、測定面では原価主義が適用され
．．．．．．．．．．．．．．
た
．
ことは理にかなったことであった（原価・実現原則の会計＝原価・実現主義会計）。 
 
2.2 投資家のための有用な会計情報と会計目的 
 意思決定有用性アプローチでは、対象とする利用者を誰にするかは1つの論点である。今日の
会計では、それは「投資家」に限定されているよう
．．．．．．．
である5。企業会計基準委員会（以下、「ASBJ」
という）が、2006年12月公表した「討議資料 財務会計の概念フレームワーク」（以下、「ASBJ
概念フレームワーク」という）では「…財務報告はさまざまな役割を果たしているが、ここで
は、その目的が、投資家
．．．
による企業成果の予測と企業価値の評価に役立つ
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
ような、企業の財務
状況の開示にあると考える（序文）。（傍点は筆者）」6として、利用者が「投資家
．．．
」7であること、
その目的は「企業成果の予測と企業価値の評価
．．．．．．．．．．．．．．．
に役立つ」ことであると述べられている。この
ため、「…企業が資金をどのように投資し、実際にどれだけの成果を上げているかについての情
報…（para.2）」、これは企業成果の結果情報でありこれを基にして業績予測も可能なのである
が、また、企業価値の評価にかかる情報、具体的には、潜在的なものも含めた当該企業による
キャッシュ・フロー稼得能力についての情報であるが、投資家の投資判断（意思決定）に有用
な会計情報となるのである。 
 
2.3 将来の稼得キャツシュフローと割引現在価値計算 
 井尻教授（[1998],191頁）は、投資家が求める会計情報をより具体的に説明し、そこで適用
                                                          
5 なお、FASBが 1978年に公表した概念フレームワーク、SFAC1号（[2002]）では、「現在および将来の
投資者、債権者その他の情報利用者」を利用者として規定しており、利用者の範囲は広いものである。ま
た、IASC（国際会計基準委員会）の 1989年 7月公表の概念フレームワーク（[2005]）ではさらに広く「現
在の及び潜在的な投資者、従業員、貸付者、仕入先及びその他の取引業者、得意先、政府及び監督官庁並
びに一般大衆（para.9）」と規定している。 
6 ASBJ（[2008]）。 
7 ここで「投資家」とは、証券市場で取引される株式や社債などに投資する者、また、現にこられを保有す
るものばかりでなく、保有する可能性のある者
．．．．．．．
を含んでいる。以上、ASBJ 概念フレームワーク [本文 
para.7]。 
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される割引現在価値計算について次のように述べている。 
 「…投資家にとってなによりも有用な情報はなんといっても株価の予測に役立つ情
報である。…投資家に関心がある情報は、将来、例えば
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
６ヶ
．．
月先の株価の予測に役立
．．．．．．．．．．．
つ情報である
．．．．．．
。…棚卸資産の再調達価格にしても純実現可能価額にしても現在の市場
をもとにしたものであるにすぎないのでそのような情報ではもう遅いといえる。それ
よりも投資家の関心の最も高い情報は、その棚卸資産がいつどれだけの値段でうれる
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
のかという予測である。
．．．．．．．．．．．
それならその予測売却価格を推定して、必要に応じてそれを
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
現在時点に割引いたものを評価額とす
．．．．．．．．．．．．．．．．．
べきである
．．．．．
。固定資産についても、…その固定
資産が将来その使用によって生み出すキャツシュフローを予測して現在価値に割り引
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
いたものこそ、投資家によってなによりも欲しい情報だといえる
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。…（傍点は筆者）」 
 “企業の将来のキャッシュフロー稼得能力”を求める割引現在価値計算とは、将来の見積キ
ャツシュフローの現在における測定値
．．．．．．．．．
であり、現在と見積キャツシュフローとの間の期間をあ
る一定の利子率により割引計算される。たとえば、将来の n期に満期となるＸドルについて i
の利子率で割引かれる現在価値は、Ｘ／（１＋ｉ）nで求められる。 
 また、割引現在価値計算による測定値は、資産・負債の定義に合致する理想的な測定値であ
るとされる8。また、この値は、市場のない価格の代替値ともなる性質をもっていることから、 
将来を予想する利用者指向の会計にはふさわしい測定手段でもある。しかしながら、割引現在
価値計算は、そこでの測定値が見積額の総額を割引いて求められるため、測定値に“不確実性
＝リスク”が含まれることを忘れてはならない。 
 
2.4 収益費用アプローチ（原価・実現主義会計）の劣位性 
 利害調整指向の会計（利害調整アプローチ）は、情報提供機能重視の会計（意思決定有用性
アプローチ）に比べて“経営者の恣意性の介入”の観点から劣位性がある、という。それは各 
々が立脚する２つの利益計算思考、収益費用アプローチ、資産負債アプローチを比較すること
によって指摘できる。 
 収益費用アプローチが依拠する測定基準、原価・実現主義会計では、収益・費用の期間配分
．．
（フロー）が重視され、収益・費用の期間差額から（純）利益が計算される。ここでは、１つ
の会計事実に対していくつもの原価配分の方法や期間帰属方法が存在しており、配分による利
益計算に経営者の恣意的操作が可能あるとの指摘である。また、期間配分のズレから計上され
                                                          
8「…一般に資産は、将来において何らかの役立ちが期待されるからこそ企業によって所有される。役立ち
の期待できない資産は、廃棄されるかあるいは適当な金額で売却されるかして処分される。したがって、
資産はこの役立ちとしての用益潜在性をあらわしている。ではこの役立ちを何によって測定すればよいの
であろうか。役立ちが期待できるということは、その資産を利用して企業は将来何らの効益を得ることが
できるということを意味している。効益は、その資産から生ずる将来の現金の受領額、すなわち将来のキ
ャッシュフローの予測額によって測ることができる。すなわち、資産の価値は、当該資産が生み出す将来
のキャッシュフローの見積額を利子率によって割り引いた現在価値ということになる。」以上、北村教授
（[2000],7頁）。 
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た資産・負債も実体のない擬制的なものとなる可能性が高く、たとえば、費用の繰延べから計
上される「繰延資産」のように売却できない“実体のない資産”の計上や「引当金」のような
将来の資産減少をもたらす経済的負担も認識されるため“確定した債務ではない負債”までも
が計上されている。こうした事実は、田中弘教授（[2000],216-217頁）の次のような言葉から
も明らかである。 
 「原価主義会計の制度がいろいろな問題を抱えていることは、誰もが認めるところ
である。有価証券の含み益を『クロス取引』といったマジックを使って実現させてみ
たり、子会社を使って土地の含み益を実現したり、含み損を飛ばしたり、減価償却の
方法を変更したり耐用年数を伸縮したり、繰延資産を計上したりしなかったり、いろ
いろな手で利益を自在に操作できる。利益を増やすことはおろか、損失を消してしま
うこともできるのである。そうした意味で、原価主義会計は利益操作・損失操作の宝
．．．．．．．．．．．．．．．．．．
庫ともいえる
．．．．．．
。…（傍点は筆者）」9 
 一方、資産負債アプローチでは、こうしたことは起こらない。すなわち、資産・負債の期末
の有高“（資産、負債の）価値
．．
”（ストック）を求め、純資産の期間差額をもって利益計算をす
るとすれば、会計事実に解釈や操作の余地が少なく、利害関係が対立するような問題でも公平
で客観的な処理ができる。このため、ストック評価の方が優位であると判断される（フローよ
りストック）。 
 しかしながら、ストック評価がこのように優位であるとしても、純資産の期間差額を客観的
に測定するには、そこに資産・負債の客観的な評価（測定）が必要となることから、いずれの
会計思考であっても経営者の恣意性の介入はさけることはできない。このため、恣意性の介入
を排除するという観点から、収益費用アプローチの認識・測定基準、つまり原価・実現主義会
計の劣位性は必ずしも認められるわけではない。 
 
2.5. 現状認識と課題――ハイブリッド評価、開示と利益計算―― 
 以上のことから、今日の会計は、一方では、資産・負債の「価値」を求め、企業の実態、そ
れはリスクを含めたものであるが、積極的に“開示（＝実態・リスク開示）”していこうとする
会計があり、また、一方では、分配可能利益（剰余金）を計算するという従来からの“利益計
算”を主とする会計が互い交錯している状況―これが、ハイブリッド評価をもたらすのだが…
―にあるといえる10。それは、１つには伝統的な『会計配分』（フロー）の枠組みがあり、また、
                                                          
9 広瀬教授（[1995],41 頁）も同様の見解を次のように述べている。「確かに、原価―実現主義に立脚する
取得原価主義会計のもとでは、計算構造上、数年前に横行した『含み損の飛ばし』や、最近の『益出しク
ロス取引』などのように、含み益のある市場性のある有価証券については、これを売却して利益を計上し、
逆に含み損のあるものについては、これを当期に計上せず先送りすることによって利益操作を行うことが
できるという限界があることは否めないところである。」 
10 こうした状況は「…企業価値の評価→リスクの開示→会計認識・測定、という規定…（そして）従来の
『計算』」の立場からみれば『開示の論理』（情報開示→ストック認識測定→フロー認識測定）の『計算の
論理』（利益計算→フロー配分→ストック認識測定）への“侵食”ともいえます。…」以上、石川教授（[2007b], 
92頁）。 
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１つにはそれとは性格を異にする今日的な『価値評価』（ストック）の枠組みがある。さらに対
象として、実物系（モノ系：実物経済）と金融系（マネー系：金融・証券経済）に区別される
が、この観点からは、従来型の枠組みである『会計配分』（フロー）が今日的な『価値評価』（ス
トック）である金融系の認識・測定に適合しなくなってきた11、結果であるともいえる。 
 石川教授（[2007c],104頁）は、「情報開示が利益を生むか？」として、今日的な実態・リス
ク開示
．．
をいっそう徹底させるなら、しかもそれをB/S（価値評価：ストック）に求めるなら、
P/L（利益計算：フロー）との連携の矛盾はいっそう拡大していく
．．．．．．．．．．．．．．．．
。そして、究極的にはP/Lと
の連携から何らかの形での非連携への方向か、さもなければ、従来の会計利益とは異なる利益
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
概念の方向に行かざるを得ないようになる
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
、つまり、「（期中）記録なくて（決算時点）情報あ
り」という今日的な会計のあり方から「情報開示が利益を生むか？」という疑問を述べてい
る12。 
 つまり、B/Sでの実態・リスク開示志向の会計→その情報開示目的に適合する測定属性の選
択→その属性に規定された原価・実現の枠組みとは性格を異にする結果的な利益計算
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
という図
式13にみるように、実態・リスク開示志向の会計から計算される“利益”と原価・実現主義会
計から計算される“利益”とは“質”が異なるのであって、このことが今日の会計の“利益”
をよくわからないものにしたのである。 
 
3.「時価主義会計」と「原価・実現主義会計」 
 利用者指向の会計、企業の「（実態・リスク）開示
．．
」を充実していこうとする会計では、ある
時点における企業の“価値”を求めることは可能であっても、計算される“利益”は、分配可
能な“利益”としては実体がなく、意味のない数値となるように思われる。それは、“価値”の
計算が記録に基づいたものではなく、仮定の計算によるものだからである
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。そこに時価・実現
可能
．．
原則による測定基準、すなわち時価主義会計に対しての批判がある。 
 井尻教授（[1999],62-81頁）は、時価測定には３つの問題点があるという。１つは、時価を
使うと記録とレポートの大きなギャップが出る。原価測定であれば記録はたくさん積み重なっ
て報告となる。極端にいえば、時価測定であれば、帳簿がなくても報告となる。帳簿と報告の
関係（リンク）がなくなり別個のものとして両方の“質”が悪くなる。２番目は、期末の１時
点の価格を使うことのリスクである。これには非常に無理があること。３番目は、時価測定が
仮定上の取引であるということである。市場のどこかで行われているが、その企業がその市場
に参加しない、やりもしない取引による測定である。 
 原田教授（[2000],187-188頁）も同様な見解を次のように述べている。 
                                                          
11 石川教授（[2007c],102頁）。 
12 石川教授（[2007c],103-104頁）は、今日の会計を利益計算と実態・リスク開示の“ハイブリッド会計”
と性格付けをされている。それは、財務透明性の向上とか、リアリティーのある B/S といったように、財
務実態や財務リスクの『開示』志向の性格を強めているもののその志向は必ずしも利益計算に直接向いて
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
いるわけではない
．．．．．．．．
、としている。 
13 石川教授（[2007c],103-104頁）。 
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 「…市場取引の参加を収益認識の前提とする実現ドクトリンは、資金的な裏付けを
確保することを超えて市場への具体的な適応行動から利益はということを規定してい
るように思われる。売れたかもしれない、買えたかもしれないことと、実際に売った、
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
買ったということとの間の乖離は際だって大きく、両者は厳然として区別されるべき
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
であると思われる。
．．．．．．．．．
また、時価は…当該企業が価格弾力性を超える量をもって売買取
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
引に参加すれば、その価格は変動する可能性をもった『もろい』尺度であり
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
、ある意
味では、恣意性をもった不安定な情報であるということができる。…（傍点は筆者）」14。 
 しかしながら、原価・実現主義会計では時価会計に対するこうした批判は克服できる。田中
弘教授（[2000],224頁）は原価・実現主義会計支持論を次のように展開している。 
 「原価主義は、本来、『たられば』を認めない。期末までに売却していない商品・株
式・土地などは、売っていないのだから売ったかのように利益をだすことはしない。
しかし、時価主義は、『たられば』の世界であるから、『期末に売っていたら』『売れた
と考えるとすれば』いくら利益がでたかを計算して、これを計上するのである。その
意味で、時価主義の財務諸表からは、企業がその有価証券を売ろうとしているのか売
るつもりなのか、企業が何を考えているのか読むことができない。…時価主義を信じ
ていたら、企業は必ず破綻するはずである。…」 
 さらに、井尻教授（[1998],187-188頁）もその有用性を次のように主張されている。 
 「…原価主義の意義を考えてみると、『原価』というものが、それが経営者や投資家
．．．
の意思決定にどれだけ役に立つかといったことよりも
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
、はるかに深いところで、その
．．．．．．．．．．．．．
意義をもっているものだ
．．．．．．．．．．．
、ということがわかる。原価が算定できるということは、財
の増減がすべて単独に記録されているのではなく、複式簿記の原理に基づいて、ほか
の財との『交換』という形で記録されているからそのインプットとアウトプットの関
連がつき原価の算定ができるのである。したがってこの製品の原価は
．．．．．．．．
１
．
個
．
10
．．
万円とい
．．．．
う情報
．．．
は、その情報そのものの有用性とは独立に、企業での財の変動に関する記録が
単独でなく、ほかの財の変動とネットワークで関連づけられて作成されていることを
意味している。…原価のもう１つの大事な特徴は、時価が『もし期末に企業がその財
を買ったらもしくは売ったら』という『仮定の』交換に基づいて計算される
．．．．．．．．．．．．．．．．．
のに対し
て、原価はあくまで当該企業が『実際に』行った交換に基づいて計算される点である
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。
原価が会計責任の面で有用であるのみならず、部門や経営者の業績評価に重要な情報
を提供するのは、それが仮定の行動ではなく実際の行動に基づいているからである。
業績評価の基礎を提供する原価が、業績評価をその目的の重要な一面に持っている財
                                                          
14 高田教授（[2001],7 頁）も「割引現在価値による資産評価をベースとして測定される利益は、経済的利
益といわれるが、現実にはこれを求めえない。それは、(イ)将来のキャッシュフローの予測には不確実性が
あり、(ロ)割引計算に用いるべき利子率の適切な選択と測定は不可能であり、(ハ)さらに将来のキャッシュ
フローは企業資産が全体として一体化して生み出すものであって、一機械や一設備がもたらすものではな
く、(ニ)また個々の資産の割引価値の合計が企業の全体価値を表すことにもならないし、測定困難または不
可能な『のれん』等は含めようもない。（傍点は筆者）」とその欠点を述べている。 
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務諸表の評価方法からなくなってしまうということはとうてい考えられないのみなら
ず将来ますますその有用性がたかまるものとみられるのである。（傍点は筆者）」 
 すなわち、原価・実現主義会計では、財の増減がすべて単独に記録されているのではなく、
複式簿記の原理に基づいて、ほかの財との『交換』という形で記録されていることから、他の
財の変動とネットワークで関連づけられて作成されている「原価」を意味しており、また、そ
れは「仮定の」交換ではなく「実際に」行った交換であること、つまり仮定の行動ではなく実
．．．．．．．．．．
際の行動に基づいている
．．．．．．．．．．．
ことから部門や経営者の業績評価にも重要な情報を提供でき、将来的
にも益々その有用性が高まるものである。 
 なお、先に原価・実現主義会計には「配分」計算に経営者の恣意性が介入する、との指摘を
したが、この指摘は、時価・実現可能原則が依る測定基準（時価主義会計：ストック評価）に
おいても同様に指摘され得ることであり15、田中弘教授（[2000],216-217頁）の「…実は、いか
なる制度を採用しようとも、うまく機能するかどうかは、制度を運用する『ひと』次第なので
．．．．．．．．．．．．．．．．
ある
．．
。時価主義を主張する人たちは、このことを理解していない
．．．．．．．．．．．．
。…」という言葉からも反論
は可能である。 
 
4.“利益の役割”と原価・実現主義会計の有用性 
 しかしながら、このように述べてきても投資家のための会計として、今日、実態・リスク“開
示”の会計思考が優先され、各々の測定基準に従い測定値が計算されているという現実がある。
そこでの測定値に、割引現在価値計算による“不確実性＝リスク”が含まれていること、また
時価評価による“評価益の処理”16の問題、さらには、先述したように利益計算の観点から「情
報開示から利益は生むか」という疑念があるにもかかわらずに、である。 
 何故、“利益計算”を無視するかのように“開示”を優先させたのか。もちろん、投資家を利
用者としたことも理由の１つのではあるが、何よりもそこには会計人の使命ともいえる“アカ
ウンタビリティ”を意識したからであろう。 
 田中建二教授（[1999],36頁）は、「…さまざまな仮定に基づいた予測計算による不確実な推
                                                          
15 辻山教授（[2007],31頁）は、「…企業の保有する資産、負債が客観的に測定（評価）される必要がある。
…今度は評価の恣意性という壁を避けて通ることはできない。…経営者の恣意性を完全に排除できないと
いう意味では、五十歩百歩の関係にある」と述べている。 
16 時価評価は、そこで評価益の取扱いと評価額の算定について課題がある。例えば、売買目的有価証券に
ついて ASBJ 基準では、当該評価益は当期の損益に計上し分配可能利益（剰余金）に含めるとの処理をし
ているが未実現の利益を分配可能とすることに疑義を感ぜざるを得ない。また、その他有価証券の評価益
は、純資産の部への計上であるが、「株主資本」とは区別され「評価・換算差額等」に計上することで、評
価益の当期損益への影響はない（全部純資産直入法）。さらに、ストック・オプション会計では「公正な評
価額」、つまり「評価額」の算定方法が課題である。それは、ストック・オプションには通常の市場価格が
なく、価格算定モデルの算定技法を利用するからである。一方、割引現在価値の適用についても、その利
子率（割引率）の適用に難がある。例えば、リース資産の追加借入利子率、退職給付会計における現価方
式の勤務費用計算の利子率、減損会計の使用価値算定の利子率、貸倒懸念債権の引当金の設定では、キャ
ツシュフロー見積法に対する当初の約定利子率の適用等について、それぞれ議論のあるところである。 
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定値が採用されている。こうした不確実な見積もり数値の導入に対しては、会計の信頼性を損
なうものであるとの批判が多い。…会計はなぜこのような批判にも関わらず不確実な見積もり
数値を導入するのであろうか。それは、会計の対象である契約や企業の回避できない責務が複
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
雑な条件を伴いかつ長期的なものとなっているからであろう。
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
契約や責務の内容がより複雑か
つ長期になればなるほど会計測定も困難になる。…（傍点は引用者）」と述べ、測定値に多少の
．．．．．．．
判断や見積り数値の介入があったとしても企業の複雑に絡んだ長期的な債務や隠れた債務を先
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
送りすることなしに
．．．．．．．．．
明らかにする
．．．．．．
こと、さらには、資産が生み出すであろう企業の将来価値を
計算し、企業が、現在、どういった状況であるか（＝真の姿）と同時に将来のどのように成っ
て行くのか（＝将来の姿）まで、ありのままに開示することこそが、投資家等企業の利害関係
者が求める（知りたい）情報であり、また、そうすることが将来の利害調整の役割をも果たす
ことになるのである、としている。すなわち、会計人の使命である“アカウンタビリティ”に
基づく“会計情報の有用性”を優先したのである。 
 同様に、“アカウンタビリティ”に基づき、将来の予測情報の必要性を説いた見解に青柳教授
（[1998],288-289頁）のものがある。 
 すなわち、“アカウンタビリティ”には、説明責任である会計責任が行為責任である経営責任
を包含する概念であるとみることができ、今や、その責任は過去に対する責任から予測可能な
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
未来に対する責任へと拡張されなければならい時代となってきている
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。つまり、現代会計は、
過去の収支計算から表された企業業績とともに将来の業績をも見通す会計情報の開示を要求し
たのである。 
 しかしながら、“アカウンタビリティ”に基づく（将来）情報提供機能を充実させていくこと
は理解できるものの“アカウンタビリティ”という言葉の根底には、やはり“正確なる利益（の
計算）”があるのではないだろうか。すなわち、会計情報が有用であるためには、その利用者が
誰であろうと、まずもって、「今期、いくらの純利益（業績）を上げたのか、又は損したのか」
という“利益に関する情報”は欠かせない情報である。つまり“（当期の）利益”、それは最低
限、誰もが知りたい情報であり、また、誰（企業の利害関係者）に対しても知らせねばならな
い情報なのである。そしてこの利益は、確実なもの、つまり未だ実現していない利益等ではな
く、確実なもの、処分可能な利益でなければならない。このような「当期の（純）利益」が計
算されてはじめて“将来の利益予測”を中心とした企業の“実態・リスク開示”が可能になる
のではないか、と考える17。 
                                                          
17 こうした議論は、広瀬教授（[1995],39頁）の投資意思決定情報であっても処分可能利益情報が最も重要
でありそのためには原価・実現主義会計が最も適しているとした次のような見解にもみることができる。
「…一般投資者にとって最も利用価値が高く、また関心が高いのは、当期利益、配当可能利益などの利益
情報、当期の経営成績、財産の管理・運用などに関する受託責任遂行状況などの基本情報であると考えら
れる。一般投資家が、これらの基本情報を無視して、いきなり市場性のある一時所有の有価証券の時価情
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
報、デリバティブの含み損益情報などの補足・補完情報を重視したり、これらを基本情報とみなすことは
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
まれであると考えられる
．．．．．．．．．．．
。…要するに、投資意思決定情報といえども、処分可能利益情報こそが最も重要
であり、その算定に最も適合している取得原価主義会計こそが会計システムの基本である
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
と思われる。（傍
点は筆者）」 
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 さらに、将来予測の情報提供に関して批判される原価・実現主義会計も、実は、それが単に
過去を物語るだけではなく、その企業の計画や意図が原価ベースの会計情報から提供されるこ
とから将来をも物語るものであるとする田中弘教授の見解もある。 
 田中弘教授（[2000],220-221頁）は次のように主張している。 
 「…原価をベースとした会計情報は一種の履歴であり、履歴をしることができれば
将来を読むこともできる。歴史が意味をもつのは、それが現在を知る手がかりを与え
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
てくれたり、あるいは、将来を照らし出したりする力があるからである
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。特定の企業
が置かれている現状やその将来を洞察するには、なによりもその企業に関わるそれま
での歴史情報を読む必要がある。…もちろん、『現在の実力はいかほどか』といった現
在情報・時価情報が役に立つことも否定できない。しかし、現在の実力が、低下傾向
にあるのか上昇傾向にあるのか、あるいは、フロックなのかは、時価情報（現在の実
力）だけではわからない。長期的な実力とか収益力を知るには、歴史情報・原価情報
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
が必要である
．．．．．．
。（傍点は筆者）」18 
 要するに、開示の重要性は認められるが“純利益の数字が無意味なもの”となることまでは
許されないのである19。つまり、会計には、情報提供という役割だけではなく、記録、アカウ
ンタビリティ、利害調整等これらの諸機能が相互に択一的な関係としてではなく、重なり合っ
た重層的な機能構造が存在するのである。また、ここでもし、利益計算方式として「時価―実
現可能
．．
」の枠組みに限定して選考したとすれば、それは損益発生プロセスについての基本的な
．．．．
考え方や会計の果たすべき役割を根本的に変更してしまう
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
ことになるのである20。 
 
5.結びにかえて―今日の会計と「補完の論理」― 
 今日の会計測定値が、ハイブリッド評価の状況にあることから、そこで計算される“利益”
の意味について考えてきたが、「開示」を主体とする会計での“利益”と、従来の利益計算を主
体とする会計から計算される“利益”とは、“質”の異なったものである。「開示」、すなわち情
報提供機能を優先させることにより、測定値は各々異なった測定基準で計算されるが、それら
は予測を含んだ不確実なものでもあり、よって計算される“利益”も意味のよくわからない不
                                                          
18 さらに、田中弘教授（[2000],226 頁）は、情報提供機能を重視すること、すなわち時価会計の開示は会
計の役割ではないと次のように述べている。「…原価主義の財務諸表は、『会計の専門家でしか出せない財
．．．．．．．．．．．．．．
務諸表
．．．
』であり、時価主義の財務諸表は『会計の知識のないひとでも作れる財務諸表
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
』でしかない。その
いずれかを主たる財務諸表とするかを会計サイドから検討するなどということは、自殺行為に近い。原価
による財務諸表においても時価情報を出すべきだとする主張には反対するつもりはないが、しかし、時価
．．
情報は会計のオリジ
．．．．．．．．．
ナルなデータではない
．．．．．．．．．．
ことを考えると、極端なことをいえば
．．．．．．．．．
、財務諸表において時価
．．．．．．．．．．
情報を開示するのは、必ずしも会計の仕事であるわけではない
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。（傍点は筆者）」 
19 井尻教授（[1999],65頁）は「…原価がいくらで時価がいくら、それで十分ではないか思うわけですよね
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。
だから、時価のインフォメーションとしてのバリューを否定するわけではないですけれども、それで貸借
．．．．．
対照表の数字を変えてしまう
．．．．．．．．．．．．．
とか、さらに純利益の数字を変えてしまうというところにおおいに疑問があ
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
る
．
んです。（傍点は筆者）」と述べている。 
20 以上、原田教授（[2000],187-188頁）。 
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完全な数値となってしまう。しかしながら、「利益計算」を主とする会計、原価・実現主義会計
では、こうしたことは起こらず、確実なる利益（分配可能利益：剰余金）の計算が可能となる。 
 また、“利益の役割”について考えてみると、それはあくまでも最低限、利害関係者が知りた
い情報である。そこでは“確実なる利益”、分配可能な利益が求められ、こうした確かな利益が
あってはじめて企業の将来予測も可能になり、それはまた企業の実態・リスク開示の前提でも
あるように思われる。よって、原価・実現主義会計は今日でもその有用性により多くの支持が
されるべきである、と考える。 
 したがって、“確実なる利益”のうえでの“実態・リスク開示”ということになるが、そうし
た場合、「開示」と「利益計算」が交錯する“今日の会計”はどのように説明できるだろうか。 
 石川教授（[2007a],59-61頁）は、今日の企業会計の全体を従来の会計枠組みを基本として、
．．．．．．．．．．．．．．．
 
新たなルールがそれを補完している
．．．．．．．．．．．．．．．．
、とする「補完の論理」を説明されている。「補完」は「拡
．
張
．
」とは異なり、まったく別のものとしての「補完」関係である。これまでは、原価・実現原
則を基本として、その「拡張
．．
」として時価・実現可能原則の会計の存在が考えられていたが、
この論理を援用すれば、それはまったく別のもの、原価・実現主義会計を「補完」する会計と
しての位置付けがなされる。つまり、「利益計算」と「開示」は各々まったく別の機能を持ち、
その関係は「利益計算」があくまでも基本であり、「開示」はそれを「補完」することになる。
したがって、「補完の論理」では、【基本】＝「利益計算」（配分：収益費用アプローチ：フロー：
原価・実現主義会計）＋【補完】＝「開示」（価値：資産負債アプローチ：ストック：時価主義
会計）という図式である。 
 他方、会計は、こうした「開示」か「利益計算」か、という問題を、しばしば損益計算
書の報告形式の問題として置き換えて議論するが、そこでは、「開示」と「利益計算」を融
合した報告スタイルが求められる。現在、わが国には“包括利益概念21”の導入はされてい
ないが22、ASBJ概念フレームワークにおける表現（記述）において、また貸借対照表の「純資
産の部」における株主資本以外の部分（評価換算差額、新株予約権の項目）の報告形式にみる
ように、包括利益概念導入を意識した内容の報告がなされている23。こうした動静は、上述し
                                                          
21 SFAC6号（[2002]）によれば、包括利益とは、出資者以外の源泉からの取引その他の事象および環境要
因から生じる一期間における営利企業の持分の変動であり、出資者による投資および出資者への分配から
生じるもの以外の、一期間における持分のすべての変動を含む、ものである（para.70）。また、ASBJ 概
念フレームワークも同様に、「包括利益とは、特定期間における純資産の変動額のうち、報告主体の所有者
である株主、子会社の少数株主、及び将来それらになり得るオプションの所有者との直接的な取引によら
ない部分をいう。（第３章 para.8）」、つまり、包括利益＝純利益（稼得利益）＋その他の包括利益という計
算式であらわされる。 
22 ASBJ概念フレームワーク（[2008]）の para.20では、「純利益の概念を排除し、包括利益で代替させよ
うとする動きもみられるが、この討議資料では、包括利益が純利益に代替しうるものとは考えていない
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。
現時点までの実証研究の成果によると、包括利益情報は投資家にとって純利益情報を超えるだけの価値を
有しているとはいえないからである。…（傍点は筆者）」 
23 同じく ASBJ概念フレームワーク（[2008]）の para.21では、「この討議資料においては、純利益と並ん
で包括利益にも、独立した地位を与えた。今後の研究の進展次第では、包括利益にも純利益を超える有用
．．．．．．．．．．．．．．．
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た「補完の論理」と軌を一にするもののようにも思われる。 
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性が見出される可能性もある
．．．．．．．．．．．．．
からである。また、純利益に追加して包括利益を開示するかぎり、特に投資
家を誤導するとは考えにくいこともあり、国際的な動向にあわせてこれを構成要素の体系に含めておくこ
ととした。…（傍点は筆者）」と規定し、今後の包括利益に含みを持たすこととしているが、「…（包括利
益）の開示を要求することには直結しない。包括利益をどう定義するのかという問題と、それをどう開示
するかとは、別の問題である」とも述べている。 
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